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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、当社常務取締役CFOにより当社の現金預金が私的に流用されている可能性があることが判明したことを受け

て、2026年１月19日付で第三者委員会を設置し、調査を進めてまいりました。

　第三者委員会の調査の結果、当該常務取締役CFOによる現金預金の私的流用及び当私的流用の発覚を防ぐため不適切

な会計処理が行われていたことが判明いたしました。

　これに伴い、当社は、過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている財務諸表について、訂正すること

といたしました。

　訂正に際しては、当社内の自主点検により判明した事項及びその他重要性の観点から過年度において修正を行わな

かった事項も併せて、過年度に遡った訂正を行っております。

　これらの決算訂正により、当社が2023年11月８日に提出いたしました第11期第３四半期（自　2023年７月１日　至　

2023年９月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項

の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによりレビューを受けており、その四半期レ

ビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期財務諸表

　　　（１）四半期貸借対照表

　　　（２）四半期損益計算書

注記事項

追加情報

四半期貸借対照表関係

四半期損益計算書関係

収益認識関係

１株当たり情報

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第３四半期累計期間
第11期

第３四半期累計期間
第10期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2023年１月１日
至2023年９月30日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

営業収益 （千円） 1,098,423 1,021,066 1,466,689

経常利益 （千円） 160,584 67,287 238,487

四半期（当期）純利益 （千円） 108,780 37,047 175,952

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 315,019 319,256 315,771

発行済株式総数 （株） 3,857,200 3,885,000 3,865,200

純資産額 （千円） 1,468,059 1,427,071 1,499,929

総資産額 （千円） 2,955,365 2,918,837 2,976,646

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 28.35 9.68 45.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 27.70 9.57 44.86

１株当たり配当額 （円） 15.00 17.00 30.00

自己資本比率 （％） 49.4 48.7 50.2

 

回次
第10期

第３四半期会計期間
第11期

第３四半期会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.12 1.68

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３．第１四半期会計期間の期首より、従来「売上高」としていました表示科目を「営業収益」として表示する方

法に変更しております。前第３四半期累計期間に当該変更が行われたと仮定し、記載しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響は収束しつつあり経済社会活動
の正常化が進み、雇用・所得環境が改善する下で、緩やかに回復いたしました。一方で、ウクライナ情勢の長期化
に伴うエネルギー資源や原材料価格の高騰、各国の金融引き締めによる急激な円安の進行などが、わが国経済の回
復基調を抑制する要因となり先行きは依然として不透明な状況が継続しております。
　このような状況下において、当社が属するインターネット広告市場につきましては、社会のデジタル化を背景に
2022年には３兆912億円（前年比114.3％）と前年に引続き伸長しております（広告費データは、株式会社電通
「2022年　日本の広告費」より引用）。一方で、当社の主なクライアントであります中小企業の景況感は、2023年
７-９月期の全産業の業況判断DI（「好転」－「悪化」）が▲12.8（前期差 2.0 ポイント減）と３期ぶりに低下し
ており(独立行政法人 中小企業基盤整備機構「第173回 中小企業景況調査」より引用)、依然として中小企業の広
告需要については不透明な状況が継続しております。
　このような環境のもと、当社のインターネット広告事業では、積極的な人材採用と人材教育に注力することで販
売体制の強化を図り、既存のクライアント企業の売上拡大、及び新規クライアント企業の獲得に注力して参りまし
た。また、当社は、2021年５月21日にソフトバンク株式会社との間で締結した資本業務提携契約にもとづき、ソフ
トバンク株式会社との協業の拡大を進めております。一方で当第３四半期累計期間では、引き続き広告媒体からの
受託業務の縮小傾向が継続しており、営業収益の減少の主な要因となっております。
　以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、営業収益1,021,066千円（前年同期比7.0％減）、営業利益57,489
千円（前年同期比61.6％減）、経常利益67,287千円（前年同期比58.1％減）、四半期純利益37,047千円（前年同期
比65.9％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期会計期間末における資産の残高は、2,918,837千円となり、前事業年度末に比べ57,809千円減少い

たしました。これは主に、現金及び預金が134,208千円増加した一方で、受取手形及び売掛金が221,258千円減少

したことによるものであります。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債の残高は、1,491,765千円となり、前事業年度末に比べ15,048千円増加い

たしました。これは主に、買掛金が130,058千円減少した一方で、流動負債のうちその他に含まれる未払金が

18,812千円及び契約負債が20,043千円、賞与引当金が43,879千円、退職給付引当金が12,265千円、役員退職慰労引

当金が17,156千円、未払消費税等が30,092千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、1,427,071千円となり、前事業年度末に比べ72,857千円減少

いたしました。これは主に、四半期純利益の計上により37,047千円増加した一方で、配当金の支払い等により利

益剰余金が80,904千円、自己株式の取得により17,566千円減少したことによるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(6）研究開発活動

　当第３四半期累計期間において、該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,600,000

計 13,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,885,000 3,885,000
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株です。

計 3,885,000 3,885,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日（注）
6,200 3,885,000 2,207 319,256 2,207 119,356

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 46,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,831,800 38,318

完全議決権株式であり、権利内容

に何ら限定のない当社における標

準となる株式であり、単元株式数

は100株です。

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  3,878,800 － －

総株主の議決権  － 38,318 －

 

②【自己株式等】

   2023年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社イーエム

ネットジャパン

東京都新宿区西新

宿六丁目10番１号
46,200 － 46,200 1.19

計 － 46,200 － 46,200 1.19

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,206,199 1,340,408

受取手形及び売掛金 1,368,746 1,147,488

その他 128,287 132,250

貸倒引当金 △581 －

流動資産合計 2,702,652 2,620,146

固定資産   

有形固定資産 19,800 13,710

無形固定資産 5,413 4,103

投資その他の資産   

繰延税金資産 47,437 36,761

長期未収入金 ※１　－ ※１　900

その他 209,122 252,707

貸倒引当金 ※１　△7,778 ※１　△9,491

投資その他の資産合計 248,781 280,876

固定資産合計 273,994 298,690

資産合計 2,976,646 2,918,837

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,052,747 922,689

未払法人税等 9,928 10,462

未払消費税等 8,299 38,392

賞与引当金 - 43,879

役員賞与引当金 - 3,690

その他 295,810 333,727

流動負債合計 1,366,786 1,352,841

固定負債   

リース債務 1,084 574

退職給付引当金 51,261 63,527

役員退職慰労引当金 44,927 62,083

資産除去債務 12,657 12,738

固定負債合計 109,930 138,923

負債合計 1,476,717 1,491,765

純資産の部   

株主資本   

資本金 315,771 319,256

資本剰余金 115,871 119,356

利益剰余金 1,134,402 1,048,811

自己株式 △55,989 △73,556

株主資本合計 1,510,055 1,413,868

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △17,239 6,950

評価・換算差額等 △17,239 6,950

新株予約権 7,113 6,252

純資産合計 1,499,929 1,427,071

負債純資産合計 2,976,646 2,918,837
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

営業収益 1,098,423 1,021,066

営業費用 948,881 963,576

営業利益 149,541 57,489

営業外収益   

受取利息 14 12

助成金収入 1,181 －

為替差益 6,893 5,629

契約負債取崩益 1,584 853

保険返戻金 1,671 2,235

その他 380 1,802

営業外収益合計 11,725 10,533

営業外費用   

支払利息 31 22

支払手数料 180 175

雑損失 470 536

営業外費用合計 683 734

経常利益 160,584 67,287

特別損失   

ゴルフ会員権評価損 － 6,040

貸倒引当金繰入額 － ※１　900

特別損失合計 － 6,940

税引前四半期純利益 160,584 60,347

法人税、住民税及び事業税 51,804 23,300

四半期純利益 108,780 37,047
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（四半期損益計算書）

　第１四半期会計期間の期首より、従来「売上高」としていた表示科目を「営業収益」として表示し、従来「売

上原価」及び「販売費及び一般管理費」としていた表示科目を「営業費用」として一括して表示するとともに、

「売上総利益」は表示しない方法に変更しております。

　当社は、従来一般広告主を顧客とする広告代理店事業を中心に事業を展開してきましたが、2023年３月10日に

適時開示しました「事業計画及び成長可能性に関する事項」に基づき、今後はソフトバンク株式会社との業務委

託取引の拡大及び同社の営業ネットワークを活用し、広告主を顧客とする代理店ビジネスに加えて、ソフトバン

ク株式会社等を顧客とする業務委託サービス、及び広告主のインハウス支援等のサービスを拡充する方針です。

これら、今後の増加が見込まれるサービスは広告主の状況に応じて企画等の提案、広告運用状況の分析、広告運

用支援等を包括的に提供するサービスであり、受託業務遂行の要素と当社の販売活動の要素とを併せ持っており

ます。従って、損益計算書においても従来の「売上高」を「営業収益」とし、従来の「売上原価」と「販売費及

び一般管理費」とを一括して「営業費用」として表示することにより、当社の事業の実態をより明瞭に表示する

ため、上記のように表示方法を変更しております。

　当該変更に伴い、前第３四半期累計期間の四半期損益計算書において「売上高」に表示していた1,098,423千

円は「営業収益」の1,098,423千円として、「売上原価」には計上額がないため「販売費及び一般管理費」に表

示していた948,881千円を「営業費用」の948,881千円として組み替えて表示しております。なお、営業利益に与

える影響はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

当社常務取締役CFOによる不正について

　2026年３月27日に公表しました「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」に記載のとおり、当社の

常務取締役CFOが、当社の現金預金を私的に流用していたことが判明いたしました。

　現金預金の私的流用によって生じた当社の損害額は総額363,221千円と推定しておりますが、当第３四半期会

計期間末時点の私的流用額900千円については当該常務取締役CFOに対する債権として長期未収入金を計上すると

ともに、全額の回収に疑義が認められることから、同額の貸倒引当金を設定しております

　また、当第３四半期累計期間の貸倒引当金繰入額900千円を特別損失に計上しております。
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（四半期貸借対照表関係）

当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

当第３四半期会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

当座貸越限度額 500,000千円 500,000千円

借入実行残高 － －

差引額 500,000 500,000

 

※１　常務取締役CFOによる金銭の私的流用に係る不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり含まれて

おります。

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

固定資産   

　投資その他の資産   

　　長期未収入金 －千円 900千円

　　貸倒引当金 － △900

 

　　（四半期損益計算書関係）

※１　常務取締役CFOによる金銭の私的流用に係る不正行為に関連して発生したものであります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 9,835千円 8,116千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月24日

定時株主総会
普通株式 45,894 12.00 2021年12月31日 2022年３月25日 利益剰余金

2022年８月10日

取締役会
普通株式 57,668 15.00 2022年６月30日 2022年９月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年８月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式8,800株の取得を行いました。この結

果、前第３四半期累計期間において自己株式が18,086千円増加し、前第３四半期会計期間末において自己株

式が18,515千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月23日

定時株主総会
普通株式 57,484 15.00 2022年12月31日 2023年３月24日 利益剰余金

2023年８月９日

取締役会
普通株式 65,153 17.00 2023年６月30日 2023年９月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年８月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式13,300株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期累計期間において自己株式が17,566千円増加し、当第３四半期会計期間末において自己株

式が73,556千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

　当社は、インターネット広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

　当社は、インターネット広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

 インターネット広告事業

　一時点で移転される財又はサービス 17,168

　一定の期間にわたり移転される財又はサービス 1,081,255

　外部顧客への営業収益 1,098,423

 

当第３四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

 インターネット広告事業

　一時点で移転される財又はサービス 15,261

　一定の期間にわたり移転される財又はサービス 1,005,804

　外部顧客への営業収益 1,021,066

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 28円35銭 9円68銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 108,780 37,047

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 108,780 37,047

普通株式の期中平均株式数（株） 3,836,858 3,828,863

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円70銭 9円57銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 90,618 41,420

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2023年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………65,153千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………17円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2023年９月４日

（注）2023年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

2026年3月31日

 

株式会社イーエムネットジャパン

取　締　役　会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

東　 京 　事 　務 　所
 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 古 谷　大 二 郎  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 柴　田　 勝　啓  

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

イーエムネットジャパンの2023年1月1日から2023年12月31日までの第11期事業年度の第3四半期会計期間（2023年7

月1日から2023年9月30日まで）及び第3四半期累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日まで）に係る訂正後の四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イーエムネットジャパンの2023年9月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期財務諸表に対して2023年11月8日に四半期レビュー報告書を提出しているが、

当該訂正に伴い、訂正後の四半期財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

　会社の2022年12月31日をもって終了した前事業年度の第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間に係る四半期財

務諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されてい

る。前任監査人は、当該四半期財務諸表に対して2022年11月9日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該

財務諸表に対して2023年3月23日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

EDINET提出書類

株式会社イーエムネットジャパン(E34294)

訂正四半期報告書

18/19



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期

レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が

認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半

期レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四

半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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